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概 要 
非営利組織が社会的役割を担う領域が年々増加している。非営利組織の活動領域が拡大するにつれて、目的や活動領
域を異にする組織ネットワークの存在が重要になってきている。   
非営利組織は一般に規模も小さく、多様な外部の資源に依存しなければ活動が難しい。ヒト、モノ、カネ、情報とい
った経営資源の不足している非営利組織が組織運営を行うには、限られた資源を最大限に活用し、効率的な運営を図っ
ていくことが不可欠となる。 
非営利組織は何のためにネットワークするのかという理由の一つとして、不足の克服・専門性の克服・父権主義の克
服・アマチュア主義の克服といった財源を確保しつつ、多様な専門性を要する組織へと変化する可能性が挙げられる。 
Uzzi（1997）は、信頼の存在が、市場や企業間での取引コストを下げるとともに、コミュニケーションを活性化し
て、取引関係の安定や発展を促進させると指摘したが、組織間ネットワークにおけるネットワーク信頼は「合理的信
頼」と「関係的信頼」を背景として成立している。しかし、ネットワークメンバーによる①アイデンティティの確立、
②知識・価値観の共有、③ネットワーク・レベルの共同学習、がなされた結果、過剰な信頼関係が過信を生み出すとい
う「信頼の危険性」と、信頼によるメンバーの固定化から機会コストが派生する「信頼の関係固定性」という信頼の逆
機能が生じる。これが信頼のパラドクスである。 
持続可能性の高い組織は、個人の「思い」に依存しない組織基盤の構築によってもたらされる。内発的動機の強い、
強い紐帯よりも、内発的動機は弱くとも、弱い紐帯に見られるような、外部情報を内部に効率的に翻訳し、組織内部に
おけるコミュニケーション効果を高めてくれる“ゲート・キーパー”を介した組織関係のほうが、新しい資源の発掘を
可能にしてくれる（Allen et al,1980）。 
認定 NPO 法人「かものはしプロジェクト」におけるファンド・レイジングの事例は、資金調達をフレンド・レイジン
グ「仲間づくり」と捉えなおすことで、通常、NPO 組織が新規会員獲得と既存会員維持を同時に取り組む際に陥りがち
な、希少資源の分散を防ぎ、「強弱の紐帯」の間に何らかのシナジーを形成させることに成功した。これは、会員間にお
ける活動において、「強弱の紐帯」が両立されたことの効果だと考えられる。 
これらの結果から、既存会員維持のように、機密性が高く内容の濃い情報や暗黙知的なノウハウを入手していく必要
性のある場合には、特定の少数のアクターとの間で緊密にコンタクトすることが望ましく、新規会員獲得のように、付
加的な新しい情報を広く入手していく必要性がある場合には、多様なアクターと幅広くコンタクトすることが望ましい
という内容が導き出された。 
この２つのタイプのネットワークのメリット・デメリットが対照的だということを考えるならば、仮に両者のハイブ
リッド型のネットワーク構造を築くことができれば、数多の状況に左右されることなく、常に望ましいネットワーク環
境を維持する事ができる（近能,2003）。 
以上の結果から、恒常的な資源不足を余儀なくされる非営利組織が、ネットワーク信頼を形成していく際に、課題と
なってきた信頼のパラドクスは、強弱の紐帯の両立によって解消できるという一つの可能性を提示することができる。 
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第１章 はじめに 
 
 非営利組織が社会活動の中で着実に発展し、成長の一途を辿っている。このような
社会的潮流は現代社会における価値観が大きな転換点に立っていることを意味する。 
これからの社会が求めている価値観は，一言で言えば「サステナビリティ（持続可
能性）」である。企業におけるサステナビリティ（持続可能性）への取り組みは、日
増しに高まりを見せ、あらゆる産業において拡大しつつある。 
この現状は、多様性が求められる社会構造の中で、必要不可欠な存在となっている
非営利組織にとっても例外ではない。これは、持続可能なイノベーションを生み出す
想像力や情熱、そして信頼へのバランスが、新たな有用性を生み出す時代に入ったこ
とを示唆している。 
日本において特定非営利活動促進法が制定されてから20年余りが経ち、非営利組織
が社会的役割を担う領域が年々増加している。非営利組織の活動領域が拡大するにつ
れて、目的ごと、活動領域ごとの組織ネットワークの存在が重要になってきている。 
NPOの存在は、1995 年の阪神・淡路大震災における被災者支援ボランティア活動、
および1998年の特定非営利活動促進法（NPO 法）制定を重大な契機として、広く社会
に知られることになった。また、2011年に起こった東日本大震災では、3000以上のNPO
団体が復興支援の為に現地を訪れ、支援者の波は依然として絶えることがない。 
今日のNPOは、平成17年の認定NPO法人制度の認定要件の緩和(平成17年度税制改正)
から始まり、平成24年の改正NPO法の施行に及ぶ中で、ローカル・レベルの福祉・環
境・教育・まちづくりといった領域を中心に、多彩な活動を展開し、内閣府および都
道府県が認証するNPO 法人の総数は、2014 年9月末現在で49,460 団体を数える。 
(内閣府NPOホームページ；特定非営利活動法人の認定数の推移より)  
これは、旧来型の公益法人である財団・社団法人あるいは社会福祉法人の総数を上
回る数であり、全国に展開するコンビニエンスストアの店舗数とほぼ同程度の規模で
ある。 
非営利組織は一般的に規模が小さく、多様な外部資源への依存を前提に活動が成り
立っている。ヒト、モノ、カネ、情報といった経営資源の不足している非営利組織
は、外部の利害関係組織のパワーが大きい場合には、他組織との協調的関係を維持し
なければならない。 
「市民組織は企業組織や行政組織とは違った論理で動いている。その動きは確かに非
効率であるかもしれないが、マネジメントの工夫があれば、行政にも企業にもなしえ
ない社会的価値をもたらす可能性を秘めている」（福嶋,2012）。 
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同種の活動を提供する諸団体との間に、個別組織では調達し切れない運営資源を補
完するため、目的・活動領域ごとのネットワーク組織の存在が不可欠とされている。 
また、ここ数年、日本をはじめアジア各地で起こる自然災害や人的災害からの復興
にまつわる出来事は、ネットワーク組織における信頼の構築およびその再構築の必要
性を浮き彫りにしている。信頼が社会ネットワークに影響する点について議論するこ
とは、個人や組織が、それらに属する市場社会から受ける影響やそれとの関係を意識
せざる終えない関係性にあることを示唆している。 
 
第２章 研究の目的と本稿の構成 
 
信頼の存在は、市場や企業間での取引コストを下げるとともに、コミュニケーショ
ンを活性化して、取引関係の安定や発展を促進させる（Uzzi,1997）。 
本稿では、非営利組織が資源の効率的運用を余儀なくされる立場から、営利組織が
競争優位性を獲得する上で採用してきた社会ネットワーク論において、非営利組織に
適応可能であると考えられる「ネットワーク信頼」の概念に着目し、その議論の中
で、課題となっている「信頼のパラドクス」に対して、その解消可能性を考察するも
のである。 
まず、一般的なネットワーク組織の前提部分を解説し、非営利組織における組織ネ
ットワークの特徴を述べる。その上で、社会ネットワーク論におけるネットワーク信
頼のメリットおよびデメリットを洗い出し、非営利組織における信頼のパラドクスの
解消がもたらす有用性について考察してみたい。 
 
第３章 先行研究および理論 
 
第一節 ネットワーク組織 
第一項ネットワーク組織の概念 
ネットワーク組織とは「複数の個人、集団、組織が、特定の共通の目的を果たすため
に、社会ネットワークを媒体としながら、組織の内部もしくは外部にある境界を越えて
水平的かつ柔軟に結合しており、分権的・自律的に意思決定できる組織形態である」 
（若林,2009:30）。そうした構造のために、外部の市場や社会の常識をもとに判断しつ
つ、外部環境の変化に柔軟に対応して変化させやすいという特性を持つ。企業内部では、
部門を越えたプロジェクト・チームであったり、企業間では、提携関係であったりする。
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ネットワーク組織という考え方は、現代の組織が置かれている環境とそれに対する適応
への期待を表している。（若林,2009:30） 
 
第二項 ネットワークの意義 
①資源依存パースペクティブ 
外部資源に依存しなければならない組織の特性にネットワークの意義を求めている
のが「資源依存パースペクティブ」である。組織は決してひとつの組織だけでは存在
しえず、必ず外部の資源に依存しなければならない。そのため，他の組織との関係を
持つ必要があるというのが資源依存パースペクティブである。他の組織と関係を持つ
ことによって、関係を持った外部の他の組織へのパワーが生ずる。このため組織間の
パワーを調整するメカニズムが必要となる。  
組織間調整は組織が他の組織に依存しなければならないことを前提とした場合に、
不可避的に生じてしまう外部資源（＝他組織）への依存度をいかに減少させ、または
回避させ、逆に依存を必要としている組織にたいしては、自らの支配をいかに増加さ
せ、継続させていくかということを目的としている。こうした組織間関係の形成や展
開は組織内の担当(ゲートキーパー) を介して行われる(山倉,1993：34-62)。 
 
②資源依存理論 
組織社会学者フェッファーらは、組織が生きていく上では、他の組織とのネットワー 
クこそが重要な基盤であることを明らかにし、これを解明する重要性を主張している。 
資源依存理論は、組織が生存に必要な資源環境から、ことに他の組織から獲得しなけれ 
ばならないので、資源の交換・依存に必須のチャンネルとして組織間関係を形成すると 
考える理論である。 
この理論の前提は、第一に、組織は、資源の希少性のために、その生存に資源を外部 
の組織から獲得する必要があるので、他の組織との組織間関係を必ず持たなければなら
ない。他方で、他の特定の組織との関係に強く依存してしまうと、同時に、それに影響
力や権力を持たれてしまうことを意味する。そこで、第二に、組織は自らの自立性を保
持しようとし、他組織への依存をできるだけ回避しようとする。逆に他の組織が自身に
依存する場合には、それを強化して自らの権力の水準や及ぶ範囲を広げようとする。こ
の 2つの前提から、組織は他の組織への依存度は下げて、他の組織の自らへの依存度を
上げることで、自分の権力を強める戦略を展開すると考えられる。（Pfeffer and 
Salancik,1978） 
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第三項 ネットワーク組織の特徴 
① フラットで柔軟な結合 
ネットワーク組織は、社会ネットワークが結合するもので、階層が低く水平的で緩や
かな結合形態である。そして、ベイカーが指摘するように、ネットワーク組織は多元的
な社会的ネットワークから編成される組織形態であり、「柔軟性」と「適応能力」がそ
の特徴である。（Baker,1992）ネットワーク組織は、公式、非公式、コミュニケーショ
ン、社会化、アドバイス、キャリア、などの多元的なネットワークから編成される。こ
れはバーンズらが、「有機的組織」で述べたように、組織がフラットで、分権的で水平
的なコミュニケーションを取っている方が、イノベーション向きであるとの議論を発展
させたものである。(Burns and stalker,1966)。 
 
② 組織の壁を越えた協働 
ネットワーク組織は特定の目的を果たすために、従来の部門や組織の壁を越えて結合
し、協同する組織形態である。具体的には、社内ではプロジェクト組織の形態が増えた
り、社外では戦略的提携やパートナーシップの形態が増えたりしたために、職制で割り
当てられている仕事、部門の役割分担、会社を越えて、一つの事業活動を行うことが増
えてきたことがある。 
 
③ ネットワークを通じた資源や人材、情報の動員 
ネットワーク組織は、社会ネットワークを通じて、必要な資源や人材、情報へアクセ
スできるし、動員を図ることができる。そうしたことに有用な社会ネットワークは、そ
れ自体が、組織にとってネットワーク的な資源、すなわちソーシャル・キャピタルであ
る。1990 年代の代表的なネットワーク組織論者のマイルズやスノーは、この組織形態
では、企業が、内部や外部において自分の持つネットワークを発展させると重要な経営
資源を動員できるので、競争力を発揮できると考えた（Miles and Snow,1995）。バート
はまた、競争に優位な社会ネットワークを持つことは、社会行動の資源になったり、権
力源になったりすることを指摘している（Burt,2004）。このことから、効果的なネット
ワークを保有する個人や社会は、組織間関係において有利な情報、知識、価値観を保有
できると考えられている。 
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第二節 非営利組織のネットワーク 
第一項 非営利組織の特徴 
社会活動をセクター別に分類すると、①国や都道府県、市町村などに加えて、公
社、公団、事業団といった特殊法人を含めた行政セクター、②実際に営利活動を行う
民間営利セクターに分けられる。さらに第三のセクターとして考えられるのが営利を
目的とせずに活動を行う非営利セクターであり、非営利組織（以下、NPOと表記する）
は、この中の一つであるとされている。 
NPO はそれぞれの団体がある一定の目的に基づいて設立されているため、利用する者
が、目的に添った団体を見つけることができれば、行政に頼ってサービスの提供を待つ
までもなく、自分の要求に見合う的確なサービスを受けることが可能である。 
これまでは行政の役割として考えられていた公益的な性格をもつ福祉や、教育、医療、
または文化などの分野においてのサービスの提供が可能であり、行政によっての一般的
な対応での物事の解決しかなされなかった事柄についても、ただちに何らかの対応を取
ることが可能である。また、その機動性を生かすことにより、サービスを受ける者も満
足を得る度合いが高い。 
 また NPO は、運営経費を他者から保障されているわけでなく、白己責任の原則で運営
を行うことになるため、その運営を行うには限られた資源を最大限に活用して、効率的
な運営を図っていくことが重要である。 
 
以下は、レスター・サラモンによるNPOの六つの定義である
(Salamon,1992=1994:6)。 
1 公式に設立されている 
2 民間（政府からの独立）である 
3 利潤分配をしない（活動から利潤が得られたとしても，それを構成員で分配するの
ではなく、組織の本来の目的のために使う） 
4 自主管理（組織として運営の方針を決定している） 
5 活動がボランタリー（自発的）である 
6 活動が公共性を有する 
 
非営利組織の存在理由としては、市場の失敗、政府の失敗からも説明できる。市場
はもっとも効率的に資源が配分されるシステムと考えられているが、分配する財の性
質などによっては、効率的な資源配分が難しい場合がある。 
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生産コストにあわないサービスは、提供されないか、提供されても非常に高い価格
となる。また、政府には公平性を確保するという原則があり、そのために画一的なサ
ービス供給となったり、厳格な資格審査を必要としたりする場合がある。従って福祉
サービスのように多様化したニーズに対応するサービスを政府と市場だけでまかなう
のは困難である。しかも、サービスの提供には「情報の非対称性」という問題が発生
する。 
供給側と需要側との情報の不均衡により、供給者は，利潤を増やすために、利用者
に不利な条件で契約を結ぶことも可能である。そこで、NPOの存在意義の一つとして挙
ってくるのが、NPOが持つ利潤の非分配制約を根拠とするNPOに対する信頼である 
（Anheier,H.K. and Kendall J,2000、宮垣,2003）。 
NPOは、サラモンの定義にあるように、利潤があったとしても組織の本来の目的のた
めに再投資するため、情報の非対称性を悪用しないのではないかという信頼を持たれ
る(James and Rose-Ackerman,1986=1993:18-22)。またこのことから、サービスの直接
の受益者だけでなく、NPOへの資源提供者（行政，企業，市民）にも資源が有効に使わ
れるという信頼をもたらす。 
また、企業や行政と違い、NPOは市民が参加しやすい供給主体である。この市民参加
は、地域の社会関係資本（social capital）を増大させるものと考えられる。社会関
係資本増幅のメディアとしてNPOは大きな力を持つからこそ、その価値に気づき、それ
を引き出そうとする市民がNPOを設立したり、その活動に参加したりするのである。こ
れもNPOの存在意義の一つと考えられる。 
 
第二項 非営利組織のネットワーク促進要素 
では、NPOのネットワークが促進されるのはどのような場合であろうか。ここでは 
（オスター,2005)（小島,1998) の研究から、NPOのネットワーク促進要素として「競
争コストの回避」と「安定した資源の確保」について検討する。 
 
①競争コストの回避 
企業や行政とは違う特性を持つNPOについて、NPOと他の組織とのネットワークを促
進する要素にはどのようなものがあるだろうか。NPO間での協調について、オスター
(2005:63-67) は次の三点に整理している。第一に、NPOには「外部性が随所に見ら
れ，特に資金調達の領域では顕著である」ため、NPO間の調整や協調を行った方が、競
争により資金調達を行うより、コストがかからない。第二に、NPOの中には共通のミッ
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ションをもったものも少なくないため、NPOは単独に取り組むより協働する方がその組
織のミッションの実現に有効である。「集合的な努力がより個別組織の業務を支援す
るからでは必ずしもなく、集合的な行為がより大きな善に貢献するからこそ団結す
る」のである。第三に、NPOがネットワークすることは政府をはじめとした資源提供者
の意にかなうことであり、立場をかえてみれば資源提供者はネットワークさせること
により、重複や競争による資源の浪費や非効率な使われ方を防ぐことができるのであ
る。要するに「非営利の協調は，組織間の異なる資源の存在、諸集団にまたがる外部
性、使命の共通性、政府および出資者からの圧力によって推進される」 
(オスタ－,2005:65)。 
さらにオスター(2005:66) はNPO参加者による非公式な連携の効果についても言及し
ている。例えば、NPOに参加する人は，他のNPOの活動に参加している場合も多いし、
地域で、NPOと直接には関係のない人々や組織・機関と関係を持つことも多い。 
このような複数のNPOへの参加による情報の共有は、NPOの協調と似たような効果を
もたらす。 
営利・非営利を問わず「他にも事業活動の系列を共有している」「反復的な相互作
用」「確実にコミットできる可能性」「監視が容易」などの促進要因があるが、NPOの
場合，それらに加えて「競争から得るものが少ない」「共有された価値観」という二
つの促進要因が認められる。 
 
②安定した資源の確保 
NPOは一般に規模も小さく、多様な外部の資源に依存しなければ活動が難しい。 
「外部の利害関係組織のパワーが大きい場合には、非営利組織はこれら他組織と協調
的関係を維持し、重大な政治的利害関係を受け入れようとする。したがって、外部利
害関係組織のパワーは非営利組織の戦略的自立性を制約することとなる」（小
島,1998:19-20）   
小島(1998) は「協調戦略」「効率戦略」「革新戦略」のようなNPOのネットワーク
に関する戦略について仮説検討を行っている。 
 
第三項 非営利組織ネットワークの理論的考察  
前項でみたように、オスターは価値が共有され、競争から得られるものが少ない場
合にNPOはネットワークすると分析し、また小島は，公組織の資金と政策へ依存度が高
く、資金提供者とサービス受益者が重複し、サービス市場の競争度が高いと他のNPO等
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との協力的関係を構築する傾向（協調戦略）があると分析している。従って、共通す
る使命があり、資金提供者やサービス受益者との関係で競争するよりも協調した方が
コストが低い場合、特に、提供者が公的組織の場合に、NPOはネットワークすると考え
られる。 
また、NPOは何のためにネットワークするのかという理由の一つとして、サラモンの
ボランタリーの失敗を補うためにネットワークすると考えられると前述した。ネット
ワークすることにより、供給者としてのNPOの最大の利点は、十分かつ確かな財源が確
保できる点である（不足の克服）。また、ネットワークすることにより、それぞれの
NPOが持つミッションでは広げにくい範囲にまで活動の影響を及ぼしたり、また補った
りしてもらうことができる（専門性の克服）。またネットワークすることにより、一
つ一つのNPOに対する資源提供者の圧力をかわしたり、資源提供者と交渉したりする余
地が生まれてくる（父権主義の克服）。最後に、より多くのNPOの担い手がネットワー
ク組織を通して関わることで、ひとつのNPOでは生み出しにくい専門性の確保が期待で
きる（アマチュア主義の克服）。このようにネットワークにより、個々のNPOもより対
等な関係で財源を確保しつつ、多様な専門性を要するNPOへと変化する可能性がある 
（長谷川,2012）。 
 
第三節 ネットワーク信頼「その構造とパラドクス」 
第一項 ネットワーク信頼の概念 
ネットワーク信頼の概念的定義は、「相手が自らにとってポジティブな役割を実行す
る意図への期待と、相手が自らにとってポジティブな役割を遂行する能力への期待」で
ある（延岡・真鍋,2003）。 
相手がいくら役割を遂行する能力を保有していたとしても、相手にそれを実行する意
図がなければ、それを期待することはできない。逆に、相手に役割を実行する意図があ
ったとしても、それを遂行する能力がなければ、期待することはできない。 
次に、信頼はその成立する背景や根拠によって 2 種類に分類される。「合理的信頼」
と「関係的信頼」である（延岡・真鍋,2000；真鍋.2001）。前者は信頼の構築とその保持
が合理的判断によって行われ、後者では、社会的関係性に強く影響を受けている。（延
岡・真鍋,2000；真鍋,2001-2002）例えば、信頼できる合理的な根拠や証拠が全く無く
ても、旧来の友人だから信頼するという場合には、その信頼は関係的信頼といえる。 
合理的信頼は、相手の能力や意図について合理的に判断するため、公正意図への信頼
と基本能力への信頼に分類可能である。関係的信頼では、社会的な結びつきを根拠にし
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た信頼であり、意図への期待・能力への期待といった明確な区別はない。 
ネットワーク信頼とは、その定義として、１対１の関係に生まれた信頼が単に集まっ
たものではないことが鍵である。ネットワーク信頼はグループとしての信頼関係に基づ
き生まれる。そのため、グループとしての①アイデンティティの確率、②知識・価値観
の共有、③共同学習が、ネットワーク信頼のポイントとなる。１対１の関係に基づいて
生じた信頼だけでなく、それにネットワークから生じた信頼を加えたものがネットワー
ク信頼であるということもできる（延岡・真鍋,2003）。 
ネットワーク信頼を構築するためには、合理的信頼と関係的信頼の両方が必要である。
ネットワークのメンバーに対し、相手の公正性に関する意図やメンバーとしての基本的
な能力について信頼できなければ、すなわち合理的信頼が存在しなければ、ネットワー
クは成り立たない。同時に、ネットワーク信頼では、メンバーをメンバーとして認める
アイデンティティや帰属意識が重要な役割を果たす。この点は、すでに定義したように
社会的な関係性に依存する関係的信頼と密接に関係がある。同時にまた、ネットワーク
が継続的に存在していく前提条件として、ネットワークの求心力となる関係的信頼は不
可欠となる（延岡・真鍋,2003）。 
 
第二項 ネットワーク信頼の構造 
ネットワーク信頼の構築に結びつくロジックは、ネットワークメンバーによる①アイ
デンティティの確立、②知識・価値観の共有、③ネットワーク・レベルの共同学習の３
つが同時に見られ、それぞれが相乗効果をもち、強め合いながらネットワーク信頼の構
築を促進している。第１に、アイデンティティや文化の共有は、高いレベルでの信頼関
係を形成するために不可欠である（Child&Faulkner,1998）ここでアイデンティティを
確立するという意味は、ネットワークへの帰属意識を持つと同時に、そこへのコミット
メントが生まれることである。これを実現しているのはネットワークへの帰属意識を高
揚させるための様々なアプローチを使った活動である。しかもこれらは、何十年も続け
られた結果、相互のコミットメントが確認され、帰属意識を固める効果はさらに強大な
ものとなっている（延岡・真鍋,2003）。第２に、知識・価値観の共有がネットワーク信
頼の構築を促進する。組織間信頼の構築において、価値観の共有が重要な役割を果たす
（Sako,1991）。第３に、ネットワーク・レベルでの共同学習とは、１対１の関係におけ
る学習ではなく、ネットワーク全体による学習への取り組みである。ネットワーク信頼
の構築では、ダイアド・レベルだけでなく、ネットワーク・レベルでの付加的な効果が
重要な要件となる（延岡・真鍋,2003）。 
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第三項 ネットワーク信頼のメリットとデメリット 
信頼の順機能について、そもそも組織間関係が継続するためには、組織間にある程度
以上の信頼が必要である（Andaleeb,1992）。また、信頼は単なる取引継続の要因となる
だけではない。信頼を基礎にした取引は、契約を重視する取引に比べてメリットがある 
（Sako&Helper,1998）。 
また、組織間学習の成果には学習相手への関係性を背景にした組織間信頼が貢献して
いるという実証的な分析結果もある（延岡・真鍋,2000）。このような関係性を背景にし
た信頼は、取引相手との共同問題解決の場においても、相手に対する協調性を増大させ
る役割もある（真鍋,2002）。 
ただし、信頼には順機能がある一方で、逆機能も存在し、代表的な逆機能に「信頼の
危険性」と「信頼の関係固定性」が存在する（真鍋,2001）。 
まず、信頼することによって信用していないよりも危険な状態に陥る可能性が生まれ
てしまう。信頼の本質とは、信頼の本質にかんして計算や予定の困難性を削減すること
にあると考えられる（真鍋,2001）。言い換えれば、これは信頼の対象について細かいチ
ェックをしないことを意味する。信頼の逆機能のひとつは、信頼対象の信頼性を正確に
評価できなくなる可能性が高まることである。いわゆる過信の状態である。したがって
信頼関係では、もし信頼関係が裏切られればそれだけ大きなダメージを被るという、「信
頼の危険性」という逆機能を本質的に内包していることになる（真鍋,2001）。 
次に、「信頼の関係固定性」が問題となりうる。先に述べたように、信頼が高い場合、
その組織間関係は継続される可能性が高くなる。相互信頼が存在する中で、協調関係が
継続し、同じ取引相手との関係における高いパフォーマンスが期待されるからである。
また、情報共有の観点からは、他の取引相手と関係を結ばないことで情報流出の恐れが
ないことを示し、特定相手との関係が長期継続的なものになることも理由に挙げられる。
したがって、信頼は関係を固定する可能性がある。 
しかし、同じパートナーとの取引が継続することは、他の取引相手との取引可能性を 
喪失してしまうリスクを内包している。その意味において、長期継続的関係は、機会コ
ストを生み出す（山岸,1998）。特定相手との取引関係が継続することで、より高いパフ
ォーマンスの期待できる他の取引相手を自ら考慮しなくなる可能性がおこる。これが、
「信頼の関係固定性」という逆効果である（真壁,2001)。 
ただし、長期継続的な信頼関係にあるからといって、逆機能ばかりを強調するのは誤
りである。近年の製造業や流通業における脱系列化や取引のオープン化という傾向を根
拠に、長期継続的な関係を否定する論が見受けられる。しかし、信頼関係には大きなメ
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リットがあることも忘れてはならない。重要なのは、長期継続的な信頼関係の本質的な
メリット（順機能）とデメリット（逆機能）の両方を認識した上で、組織間ネットワー
クの特性との適合性を考慮することにある（延岡・真鍋,2003）。 
 
第四項 ネットワーク信頼のパラドクス 
ネットワーク信頼の役割が大きくなると、信頼の逆機能の影響によって信頼のパラド
クスも大きくなると考えられる。 
ネットワーク信頼の第１のパラドクスは、信頼の逆効果のうち「信頼の危険性」と関
連する。信頼の危険性とは、信頼の対象に過剰に信頼（過信）してしまう可能性が高ま
ることである。信頼の定義で述べたように、信頼は能力に対する信頼と意図に対する信
頼に分けて考えることができる。過剰な信頼が「過信」である。したがって、「能力に
対する過信」と「意図に対する過信」の 2つが生じる可能性がある（延岡・真鍋,2003）。
まず、能力に対する過信とは、真の能力以上にネットワークに信頼関係が生まれること
によって、その能力が満たされない場合にネットワークが機能しなくなることである。
また、意図に対する過信とは、相手の真の意図やその変化を正しく認識出来ていないに
もかかわらず、ネットワークに信頼関係が生まれることである。特に、戦略的提携は、
短期的にネットワークが構築されることが多い。したがって、メンバーの意図が充分に
チェックされないままに信頼が生まれることもあるであろう。そのような場合、ひとつ
のメンバー組織に機会主義的意図が生じれば、他のメンバーすべてが多大な被害を受け
ることになるのである。 
このようなネットワークのメンバーに対する過信は、「チェックを必要としないで済
む」という信頼の本質から生じる。すなわち、第一のパラドクスとは、一方でネットワ
ークにおける信頼関係を継続させながら、他方で関係そのものを常に見直さなければな
らないことである。 
次に、ネットワーク信頼の第二のパラドクスとは、「信頼の関係固定性」の逆機能と
関係する。信頼の関係固定性とは、信頼によってメンバーが固定されてしまい、機会コ
ストが生じる可能性が高まることである。 
ネットワーク信頼を構築しつつも、関係自体は短期的な方向に変えていく戦略も同時
に考えていかなければならないのが、ネットワーク信頼の第二のパラドクスである。 
以上のように、ネットワーク信頼には二つのパラドクスが存在し、信頼が大きくなれ
ばなるほど、信頼の逆機能も大きくなる。従って信頼の役割が大きなネットワークでは、
ネットワーク信頼のパラドクスも大きくなりやすいと考えられる。 
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したがって、ネットワーク信頼は構成すれば終わりなのではなく、信頼の構築後にお
いて、どのようなパラドクスを解決するかが重要なポイントとなる。 
 
第４章 問題意識 
 
非営利組織は、概して、その担い手である「個人」の情熱に委ねられがちである。
それは、非営利組織の活動が営利組織とは異なり経済活動を目的としておらず、経営
資源の不足から、継続的な活動維持を約束する組織基盤の確保が難しいためである。 
それゆえ、必要とされる人材や資金などの資源、特に資金不足への課題は、つねに
頭の痛い問題であった。 
「内発的に動機付けられた活動は、外部からの資源を引き出すコンセプトや耐えざ
る変化の導入、また新しい資源の発掘によって維持され続ける」（福嶋,2012）。 
持続可能性の高い組織は、個人の「思い」に依存しない組織基盤の構築によっても
たらされる。内発的動機の強い結束型ネットワークよりも、内発的動機は弱くとも、
橋渡し型ネットワークに見られるような、外部情報を内部に効率的に翻訳し、組織内
部におけるコミュニケーション効果を高めてくれる“ゲート・キーパー”を介した組
織関係のほうが、新しい資源の発掘を可能にしてくれる（Allen et al,1980）。 
今日のNPOの活動は、ファンド・レイジングによって支えられてきた。1990年代以
降、非営利組織マネジメントの枠組みの中で、急速に発展してきたこの手法は、寄付
調達の手段としてファンド・レイザーが財団などを対象としてファンド・レイジング
を実施するという伝統的な方法だけでなく、一般市民から寄付を集めるためのオンラ
イン寄付や、裕福な個人から寄付を受けてNPOへ資金を提供するドナー・アドバイズ
ド・ファンドなどが発展してきた。また、オンライン寄付も多様化し、モバイルを使
ったものや、キャンペーン参加型のものもある。日本でのクラウドファンディング市
場は増大傾向で推移している。 
これら、近代的ファンド・レイジングを成功に導くことが出来たのは、組織の中
に、外部から資源を引き出すことに長けた、ゲート・キーパー的人材を配置したから
ではないかと推測され、そのような仮説をもとに、ファンド・レイジングの成長プロ
セスにおいて、NPOが組織間に結び合う信頼関係に着目し、「ネットワーク信頼」のメ
リットおよびデメリットの導出から、ネットワーク信頼の議論に関して未解決部分で
ある、信頼のパラドクスとその解消方法について検証していきたい。 
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第５章 事例研究：認定 NPO 法人「かものはしプロジェクト」 
 
以下の章では、非営利組織の持続的運営に欠かせないファンド・レイジングにおい
て、発足より、わずか10年余りで、東京都より認定NPOの法人格を取得し、2014年度 
第2回エクセレントNPO大賞にて、資金調達や支援の多様性の分野で最も評価を受けた
団体与えられる「組織力賞」を受賞した、「認定NPO法人かものはし・プロジェクト」
のケースを紹介する。 
 
第一節 設立経緯 
かものはしプロジェクトは 3 人の学生によって立ち上げられた団体である。 現在、
共同代表を務める村田早耶香さんは大学 2 年の夏、大学の授業で児童買春の被害者の話
を聞いたことをきっかけに、人身売買における問題解決の必要性を訴える活動を続けて
きた。 
村田さんは、内的に動機付けられた人物であり、共同代表の本木恵介さんと青木健太
さんはこの熱い「思い」に見せられて、このプロジェクトに参加した。 
 当時、大学生だった二人は起業を目指し、生涯を掛けて打ち込めるテーマを探してい
た。意気投合した 3 人は、2002 年に「子どもが売られない世界をつくる」という目標を
掲げ、かものはしプロジェクトを設立した。設立後すぐに、児童買春が深刻なカンボジ
アを調査・分析し、まとめ上げた結果、「子どもが売られる背景には絶対的貧困があり、
解決には雇用と結びつける必要があること」が分かり、それ以降の問題意識となった。
そこで現地の雇用創出のために彼女たちが注目したのが IT ビジネスであった。日本で
パソコンによるウェブ制作などを受注し、その利益を原資に孤児院で保護されている子
どもたちのためのパソコンスクールを運営する。そして子どもたちが将来、企業に就職
できるスキルを身につけることを目標とした。2004 年には首都プノンペンに、パソコ
ン教室が設立された。ワード、エクセル、グラフィックデザインなどを学んだ 120 人の
修了生の中から就職や留学へと進む子が現れはじめた。 しかし、1年、2年と続けるう
ちに、IT ビジネスの世界はスピードが速く、競争も激しいため、将来にわたって安定し
た活動資金を確保するには、サポーターを増やす以外に無いという必要性を迫られるよ
うになった。当時、月 1000 円の支援をしてくれる寄付会員数は 300～400 人、新規会員
となってくれる方は月 10 人程度であり、これを 50～100 人まで伸ばすには、世の中の
＂善意ある人々＂が何を考え、何を求めているのか、を知ることが急務であり、マーケ
ティング的な発想と手法を身につけることが最優先であると気付かされた。 
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そこで、かものはしプロジェクトは 07 年、山元 圭太さん（現在、日本事業統括デ
ィレクター）のスタッフ加入と、「Panasonic NPO サポート ファンド」の助成を受
け、組織基盤強化に取り組みはじめる。山元さんは営利企業のコンサルティングを手
掛けて来た人物で、外部資源を引き出すことを専門としたスタッフであった。 
まず自らが、ビジネススクールのマーケティングコースに 3ヵ月通い、基礎知識を
身につけた後に、学んだ内容を団体内で共有、グループディスカッションをしなが
ら、実際のプロジェクトづくりに生かす取り組みを通して、マーケティング的な発想
を組織に定着させた。 また、アドバイザーから定期的に助言をもらい、同じ分野で活
動する先輩 NGO・NPO 団体へのヒアリングをおこない、ファンド・レイジングの方法や
会員の増やし方、会員登録後の事務的な手続きなどについてもヒアリングした土台の
上で、会員が増えた場合の受け入れ態勢に備えたのである。 
これらの取り組みにより、新規の会員数は伸びたが、目標達成には及ばなかった。
そこで認知度をさらに高めるために、月に 1度の活動説明会を開くことになった。  
説明会は口コミや SNS で参加者を募っている。毎回、話の切り口を変えることで、
どういった言葉を使えばどのような属性の人に理解を得られるのかを検証してきた。 
たとえば、子どもを持つお母さん層には、少女たちがいかにひどい状況に置かれて
いるかを伝えると響く一方で、ソーシャルビジネスや社会貢献に関心をもつ 30 代のビ
ジネスパーソンには、設立からの苦労や感動を伝えたほうが共感を得やすい。今で
は、説明会に毎回 40～50 人が参加し、うち 10 人以上が新規で寄付会員になるまでに
成長した。さらに 2008 年には、映画『闇の子供たち』が公開されたことで、児童買春
に対する関心がマスの影響下で、一気に高まり、月 100 人以上の新規入会があった
が、受け入れ態勢を整えていたおかげで混乱は少なかった。 また、入会手続きや既存
会員への情報提供などを迅速化するため、スタッフが随時、作業ノウハウを参照でき
る組織内のウェブサイト（社内ポータルサイト）を立ち上げ、「手続きの流れや間違
いやすいポイント、クレームへの対応法」などの情報を蓄積したことで、パートタイ
ムのスタッフ 2人でも十分に対応できるようになった（人件費の削減）。現在、既存
会員の継続率は 95 パーセントを超え、サポーター事業が伸びた効果も追い風となり、
安定した財政基盤が確立でき、現地の活動資金に収益の大部分を当てられるようにな
った。 
企業 CSR の一環として、パナソニックは 2011 年 3 月、ソーラーランタン 2000 個を
カンボジアで活動する NPO に寄贈する取り組みを行ったが、うち 70 個をかものはしプ
ロジェクトに贈られた。ファクトリーがある地域は電気が通っていないため、朝や夕
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方はミシンの縫い目が見えづらく、製品のクオリティー低下にもつながっていると聞
いたからだ。ファクトリーでは昼休みの 1 時間を利用して識字教室も行われており、
ランタンは自宅で復習する女性にも貸し出されている。パナソニックとの協力関係は
現在も続いている。  
後進国における大規模な課題解決に取り組むためには、トータル的な社会システム
を変える必要があるが、そのためには他組織との連携は不可欠である。2012 年から、
児童買春がさらに深刻なインドでも活動を始めている。現在約 2700 人の寄付会員が活
動を支え、ファンド・レイジングにおける 1億円近い収入のうち、4 千万～5千万円が
個人からの寄付である。「子どもが売られない世界をつくる」ための道のりはまだま
だ険しく、未解決の課題意も多いが、意欲的なプロジェクトを次々にスタートさせて
いる。 
 
第二節  変遷 
【2002 年】かものはしプロジェクト結成 
東京大学でおこなわれたシンポジウムをきっかけに、村田・本木・青木が出会う。
「この世界から子どもが売られる問題をなくしたい」村田の思いに動かされ、「ボ
ランティアではなく社会企業でこの問題に取り組もう」と任意団体を立ち上げた。
ディスカッションを重ね、事業モデルを模索する日々が始まる。 
【2003 年】カンボジアでの事業立案 
子どもが売られる問題が劇的に悪化していたカンボジアから支援を行うと決め、IT
を軸とした自立収益型（自分たちで活動資金を調達できる）事業モデルを立案、日
本での事業を開始。「ソーシャルベンチャーコンペティション」を STYLE2003」で
優秀賞受賞、「NEC 会社起業塾」参加。   
【2004 年】発の現地事業スタート 
IT 事業部の国内売り上げに支えられ、カンボジアに駐在員 2名を派遣し、プノンペ
ン事務所を開設。孤児院に保護された子どもを対象に Excel,Word,HTML 構築などを
約 4ヶ月で学ぶパソコン教室をスタート。2007 年 5 月までに延べ約 200 人の子ども
が参加、孤児院からホワイトカラーの仕事に就く子ども、海外の大学進学を果たす
子どもも現れた。 
【2005 年】最貧困層支援にシフト 
IT を通じた支援の意義を実感ながらも、より子どもが売られてしまう危険が高い層 
＝農村部の最貧困層への支援にシフトすることを長い議論の末に決定。パソコン教 
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室と並行して、新たな支援事業モデルを模索し始める。 
【2006～2007 年】コミュニティ・ファクトリー創業 
シュムリアップ州のアンコールワット遺産近郊で、職業訓練とい草を使ったおみや
げ品の製造を行うコミュニティ・ファクトリーを現地 NGO と協同で立ち上げ、初年
度 38 名の訓練生を迎えた。 
【2008 年】独自的ファクトリーの立ち上げ 
現地 NGO との運営指針の違い（かものはしが目指すのは、単なる援助ではなく自立
支援）から、独自運営のコミュニティ・ファクトリーを新たに立ち上げる。訓練生
14 名を迎え、識字教室も開始した。 
【2009 年】孤児院・警察支援に着手 
より多くの子どもたちを守るために、人身売買の被害児やリスクの高いストリート
チルドレンを保護する孤児院と、カンボジア政府や UNICEF が共同で取り組む警察支
援プロジェクト（LEAP）の支援に着手。資金とノウハウ提供の両面からサポートを
おこなう。 
【2010 年】他国支援を視野に 
カンボジアの被害状況が落ち着き始めたことから、国際 NGO と連携して近隣他国の
リサーチを開始。インド、バングラディシュ、ケニアなどを視察し、かものはしが 
培ってきた問題解決ノウハウを他国に展開する手法も模索し始める。 
【2011 年】順調な推移と IT 事業の解散の決断 
コミュニティ・ファクトリーの訓練生が 90 名まで増え地域の最貧困家庭をほぼカバ 
ーできたこと、地元マーケットに直営店をオープン、警察支援プロジェク（LEAP） 
が効果を発揮しカンボジア内務省のウエブサイトで発信されるなど、すべての事が 
順調に歩みを進める中、活動資金調達の役目を終えつつある IT 事業の解散を決断。 
【2012 年】インドでの第一歩を踏み出す 
2010 年から調査を開始し、2012 年の総会で 100 名以上の会員の方々と議論を重ね、
インドで活動を行う意思決定を下した。インドに基盤のある団体との間に短期的な
パートナーシップを組んでプロジェクトを行いながら、インドにおける問題解決の
理解を深めていきました。 
【2013 年】認定 NPO を取得、NSR の実践による組織基盤の強化 
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第三節 事業内容 
第一項 法執行（警察支援プロジェクト） 
 子どもが売られないためには、人身取引の被害にあうリスクの高い子どもを水際で守
ることが必須要件となる。子どもを買う人がいなくなれば、売られてしまう子どもをな
くすことができる。買う人や売る場所を確実に摘発できる仕組みを、絶対に作らなけれ
ばならない。そのために、かものはしプロジェクトはカンボジア内務省が国際機関など
と進めている警察支援プロジェクト（LEAP）に加わり、警察の能力向上に貢献する、法
執行の強化に力を入れてきた。 
警察支援プロジェクト（LEAP）には、カンボジア内務省のほか、警察、国際連合児童
基金（UNICEF）、国際 NGO が参加している。子どもを売る売春宿は、巧妙な手段で刑罰
から逃れてきた。しかし、警察支援プロジェクト（LEAP）の取り組みを通じて、警察官
が高度な逮捕テクニックを徹底されたトレーニングで習得し、それ加えて、法律の知識
を得ることで、着実に能力を高めてきている。かものはしプロジェクトは現場に根ざし
た支援を行うことで、政府からも大きな信頼を受けられるようになり、今や人身売買、
特に児童買春の世界では欠かせない存在になっている。 
カンボジアでは現在、多くの警察官が、子どもが無理やり売られることがないように
取り締りを強化してきている。犯罪を法律に基づいた手続きに従って厳しく処罰するこ
とは、事件の発生そのものを減らすことにつながり、子どもが売られる問題や人身売買
に関わる人を確実に逮捕していくために効果的だ。 
法執行は人身売買撲滅のために、あらゆる地域で実施、強化される必要がある。しか
しながら、カンボジア政府が単独ですべての地域を管理することは容易ではない。そこ
でかものはしプロジェクトは政府と現場を結びつけるための人づくりや仕組みづくり
に力をいれている。具体的には各州警察の人身売買対策部署の能力や州毎の犯罪状況を
評価し、全体像をしっかりと把握できるようにサポートする。これがカンボジアを「子
どもが無理やり売られない国」するためにかものはしプロジェクトが取り組んできた活
動の一部である。 
 
第二項 孤児院施設 
貧しさ故に、子どもを育てられない家族や、両親のいない子どもたちがいる。ストリ
ートチルドレンやスラム街で暮らす貧困家庭の子どもは、人身売買の犠牲にあう危険に
さらされている。また、ストリートチルドレンの多くは、空腹感や将来への不安から目
を背けるために、シンナーやドラッグに手を出し、中毒症状を引き起こしている。子ど
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もたちが安心して生活でき、貧困のスパイラルから抜け出すためには、できるだけ早い
段階で、安心して生活できる環境と、教育を受けられる機会（奨学金支援）が必要であ
る。かものはしプロジェクトでは 2009 年から、ドムノータック孤児院で暮らす子ども
たちを資金面でサポートすることで、子どもたちの未来に希望が生まれるよう支援して
いる。2013 年現在、46 名の子どもたちが暮らし、それぞれの子どもたちは労働力目的
の人身売買、路上生活、ドメスティックバイオレンス、家庭の貧困という困難に直面し、
安全に生活することができなくなったために孤児院に保護されてきた。現在は、孤児院
運営の直接的な資金援助だけではなく、ドムノータック孤児院がカンボジア国内で資金
を調達し、自立・安定した孤児院運営ができるように自立を促している。具体的には、
組織基盤強化や資金調達のサポートの可能性を探り、孤児たちが 18 歳になり孤児院を
卒業していく時のための就職支援も検討している。 
 
第三項 共同プロジェクト 
救出されて安全な環境で保護されても、心の回復はとても難しい。被害者が心と体の
尊厳を取り戻す、リハビリテーションが必要である。こみ上げる怒りを抑えきれず、本
当は仲良くしたいのに周囲の人に当り散らしたり、自分も人も信じられないと打ち明け
る少女たちが多い。かものはしプロジェクトがパートナーシップを結ぶコルカタシャン
ブトは、そんな少女たちの心の傷を癒し、人生を歩んでいくためのプログラムを提供す
るスペシャリスト集団である。被害者の心理回復モデルの開発もコルカタシャンブトが
行い、メンバーの半数は、人身売買の被害者や元ストリートチルドレンなどで構成され
ている。 
その手法はダンスを通じて、自分の身体が自分のものであるという認識を取り戻す、
仮面を付けることで心の奥に押し込めた恐怖を口に出せるようにするなど、とてもユニ
ークで高い効果を上げている。 
一方、問題解決に重要なのは被害者の「声」だが、心の傷が癒えなければ事実と向き
合うことは難しい。被害者はレスキュー後、被害について NGO、警察、裁判所、家族、
村などから何度も説明を求められる。被害経験を話すことは多大な心痛と困難をもたら
すが、「被害者の声」は問題を解決していく上で非常に重要である。警察捜査の重要な
情報となり、裁判で有罪をもたらす証言となり、家族や社会はその声を傾聴して、被害
者への接し方を改める。だからこそ、被害者がトラウマから解放されて、自身の強さを
取り戻すための支援が重要になってくるのである。 
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第四項 コミュニティ・ファクトリー 
安定した仕事がなくては、子どもを働きに出さざるを得ない。そのような状況を改
善するため、コミュニティ・ファクトリーは運営されている。 
カンボジアの農村部では定職につくことがとても難しく、日雇いや季節労働を組み
合わせて何とかやりくりしている家庭が多い。「村に仕事を作り、村の女性が自分たち
の村から通って働くことのできる職場をつくる」というのが、コミュニティ・ファク
トリーが設立当初から目指してきた姿である。村の女性たちが作った民芸品を販売
し、得られた収益が家庭を支える給料として女性たちに支払われる。現在では、120
人を超える女性たちが周辺の村々から働きにくる。村の人たちや多団体からも幅広く
認知されるようになり、地域に募集をかければ 3倍くらいの応募者が集まる人気の仕
事場となっている。しかし、ここまでの道のりには、様々な問題が立塞がっていた。 
2008 年の創業当初、竹やヤシの葉で作られた簡易な施設に、机とミシンが数台ある
だけであった。わずか 14 人の女性がゴザを敷いて作業する本当に小さな工房であっ
た。突然来なくなってしまう女性もいて、スタッフが女性の家を訪れて「生産が間に
合わないからコミュニティ・ファクトリーに出てきて」と呼びに行くことも珍しいこ
とではなかった。い草の染色も見様見真似から行い、毎回同じ色に染め上げることも
ままならず、みんなで遅くまで働いて、なんとか納品に間に合わせる状態が続いた。 
最も大きな課題は、女性たちが簡単に離職してしまう問題であった。コミュニテ
ィ・ファクトリーの設備は年々整えられていったが、離職率の高さはいつになっても
改善されない。親をはじめとする身内から「コミュニティ・ファクトリーなんか辞め
て家の手伝いをしなさい」と言われて退職する女性たちが後を絶たず、給与水準の高
い隣国タイに出稼ぎに行ってしまったり、経済発展にともない給与が上がってきた別
の職場へ移る女性もいた。少しでも楽な生活を願う女性たちが、コミュニティ・ファ
クトリーを離れるのは当然であった。しかし、目先の給料のことだけを考え、働いて
は辞めの繰り返しでは、いつまでも生きていく為の力を身に付けることはできない。 
そこで、女性たちが落ち着いて働き続けられるように、きめ細かい支援をするカウ
ンセリング体制を整えた。女性の家族がコミュニティ・ファクトリーの仕事を理解で
きるように家庭訪問も始めた。ワークショップを通じて、気軽に着手される隣国や都
市部への出稼ぎが抱えるリスクについて説明した。さらに識字教室などを開設し「女
性が自立して生きていくために成長できる場」を実現、彼女たちがどのような道を選
択しても困らないように、家畜の飼育法や野菜の栽培法、家計管理の知識など幅広い
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学びの機会を整えていきました。こうした地道な活動の結果、かつては 30％を上回っ
ていた離職率が 2012 年には 11％まで下がった。 
現在、ファクトリーの中には 40 台近いミシンが並び、外にはい草織り機がコミュニ
ティ・ファクトリーを囲むように並んでいる。い草の選別、染色、マット織り、カッ
ティング、ミシン縫い、手縫い、検品など。それぞれの作業を担当する女性たちは楽
しそうに手を動かし、流れるように商品が完成していく。コミュニティ・ファクトリ
ーの横には、女性たちが勉強や仕事、おしゃべりを楽しみ、スタッフが作業するサブ
オフィスのほか、お客さまが商品を購入できるショップも併設されている。これまで
積み上げてきた努力の成果が現れてきている。 
コミュニティ・ファクトリーで働くある女性は、「コミュニティ・ファクトリーで働
く前は、毎日日雇いの仕事を探さなければならず、一日一日を何とかやり繰りしてい
る状態だった。コミュニティ・ファクトリーで働き始めてからは、安定した給料で家
族を支えられることが嬉しい。これからも働き続けたい」と力強く語ってくれた。 
創業当時の売り上げは、1ヶ月わずか 500 ドル程度であった。納期に間に合わせるだ
けでも大変なことで、スタッフが商品をお客さまや委託販売先に届けるために走り回る
ことも頻繁であった。それでも女性たちの給料をまかなうには足りない。そこで、商品
の品質向上、技能トレーニング、作業工程や設備の見直しに至るまで、ありとあらゆる
面での改善を試みた。2011 年には現地初となる直営店舗をオープンし、2012・13 年に
も 1 店舗ずつ直営店を出店することに成功した。現在の 1 日の売り上げは、5 年前の 1
か月分とほぼ等しいくらいにまで成長を遂げた。今後も継続して、女性たちの生活をし
っかりと支えることできるサステナブルな体制を整備していっている。 
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働く女性たちが安心して長く働くことのできる職場作りのために、このコミュニテ
ィ・ファクトリーをより持続的で力強い事業へとさらに進化させていく必要がある。具
体的には、「現地化」と「黒字化」の実現が上げられるが、そのためにやるべきことは
山積みの状況である。現地化への取り組みにおいては、何よりも人材育成が最も大きな
鍵となる。さまざまなトレーニングや仕組みの改善については、JICA とのパートナー
シップを最大限活用しながら、カンボジア人に実質的な経営者になってもらい、大切な
役割を少しずつ任せていく。日本人はサポート役に徹することで、自立への道を全力で
支えるのである。黒字化については従事者 1人 1人の作業効率を高め、材料原価の見直
しやコスト削減も積極的に進める必要がある。 
そして、さらに重要なポイントは、働く女性 1 人 1人に寄り添って、その声を聞くこ
とである。これまでの離職率削減の取り組みでわかってきたように、女性たちにはさま
ざまな事情があり、まったく異なる背景や課題およびニーズ、個性を持ち合わせている。
その 1人 1人が生き生きとやりがいを感じながら働ける職場を実現するためには、画一
的なサービスやシステム、就労環境があれば良いわけではなく、個別に柔軟に対応でき
る仕組みや人材が必要となってくる。ここまでの期間にたくさんの女性たちの思いや気
持ちを受け止めてきた。さらに今後は彼女たちの声にならない思いや気付きまでも共有
できるほどの絆を結んでいく。多くの女性たちが生活の変化を感じ、幸せを抱ける事業
の推進、それは、地域に根ざしたコミュニティ・ファクトリーが大きな成果を上げ続け
る原動力となっている。 
コミュニティ・ファクトリーの意義と戦略としては、カンボジアは内戦による大量虐
殺の結果、30～50 代の人口がとても少ない人口構成になっているため、働き手となる
大人が極端に少ない状況である。また、農村では元々作地面積が少なく、子沢山の家族
が多いため、相続時に分配される面積が更に小さくなってしまう。このような理由から、
農業だけでは安定した収入が見込めないという厳しい現状が貧困問題の原因に繋がっ
ている。 
内戦により、リーダーとなる人材を失った組織（コミュニティ）としての機能が低下
したまま放置されていた。そのため、村人同士で協力することが少なくなり、村人がだ
まされて、売春宿で働かされるといった被害が多発し、深刻な児童買春問題を引き起こ
している。 
そのため、農業以外の仕事を創り、コミュニティとしての繋がりを再構築。児童買春
に遭う危険性を未然に防ぐ活動を展開している。 
コミュニティ・ファクトリーのモデルを他の農村でも展開し、それぞれのファクトリ
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ーの利益をもとにファクトリー自体の自立を促す。カンボジアで売られているものの多
くは、国外からの輸入品なので、組織的に大規模生産していくことで、輸入品よりもコ
ストを削減し、質のよい製品を安く売ることで競争力を生み出している。 
その結果として、村人に雇用と満足のいく収入源を確保させ、出稼ぎを食い止め、児
童買春問題の撲滅のために貢献している。 
 
第四節 ファンド・レイジング 
第一項 収入源の種類 
NPO では、活動に必要な資金を集めることを「ファンド・レイジング（資金調達）」と
呼ぶが、NPO の活動維持に欠かせないファンド・レイジングについて、どのような収入
源が考えられるかについて整理する。 
① 受託事業収入 
委託事業収入とは行政や企業等から受託した業務を遂行する事によって得られる対
価である。NPO に業務委託をする主体として現時点では行政機関が多く、その内容とし
ては、調査研究業務、公共施設や公園の運営管理業務、福祉関連の相談事業、福祉施設
の運営事業などが見られる。受託事業のメリットは、一件当たりの受託金額が大きいた
め効率のよい資金調達法であり、NPO にとって財政の基盤として安定的な組織運営に寄
与するものといえる。 
一方、受託事業の場合、成果物の帰属は発注者に属するものであり、当然のことなが
ら事業遂行の上で自主事業と比較して制約が発生する。こうした制約条件をクリアしな
がら NPO の独自性や価値を発揮する事が求められている。 
② 補助金・助成金収入 
補助金・助成金収入は、行政や行政関連の団体、あるいは、民間の企業や財団法人等
が NPO からの申請に対して資金を補助、助成するものである。補助金や助成金は NPO が
自主的に取り組む活動を支援する性質のものであるため、NPO の主体者が、活かしやす
い資金である。  
一方で、補助金・助成金は単年度、または、時限付き等の制約があり、継続的な事業
モデルとはなりにくい点が課題である。 
③ 寄付金収入 
NPO 特有の収入源として寄付金が考えられる。寄付金は、個人あるいは法人が NPO の
活動の趣旨に賛同し、具体的な対価が得られることを前提とせずに提供できる資金であ
る。寄付は NPO の活動に対する信頼や信託に基づいて提供される資金であり、当然のこ
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とながら、それを受託した NPO は責任を持って寄付者の信頼や信託に応えることが求
められるが、資金の用途については NPO が主導権を握って決定する事が出来る点で、
自由度が高い資金であるといえよう。 
一方で、寄付金は経済情勢に左右されやすく、また、日本国内では現状大きな金額の
寄付が集まりにくいといわれており、多くの団体では収入源として見こむことのできな
い状況にある点が課題である。 
④ 会費収入 
寄付と並んで NPO 特有の収入源として会費があげられる。会費は、個人あるいは法人
が NPO の支持者の一員として参加するにあたって、継続的・反復的に支払う資金である。
会費は寄付金同様 NPO に対する信頼や参加意識の現れであり、受領した NPO は、資金の
使途や活動内容については当該 NPO の主体的な判断が可能な自由度の高い資金である。
しかも、寄付金は年によって変動する可能性が高いのに比べて、会費収入は毎年一定の
収入を見込むことができる安定した収入源となる。会費収入の増加は NPO の財政基盤
の安定にとって重要な課題と考えられる。 
一方、会員獲得や維持のためには、NPO にとってそれなりにコスト面、労力面での負
担がかかる。こうした負担を押さえながら、効率よく会員を獲得する方法が求められて
いる。 
⑤ 事業収入 
事業収入とは、教育や福祉等の各種サービス提供や、物品の販売、飲食サービスなど、
さまざまな収益事業を通じて手に入れる資金である。事業収入は、売買が発生した時点
で決済が完了しており、その使途については NPO が主体的に判断できる自由度の高い
資金である。 
一方で、事業収入を上げるためには、商品の製作や調達に要するコストがかかり、当
然のことながら事実上のリスクも発生する。また、収益性の期待される事業であればあ
るほど、一般の民間事業者との競争と成る場合もあるため、場合によっては厳しい競争
に勝ち抜くことが求められる。 
NPO の収入源としては、この５種類が考えられるが、安定した運営の為にはこれら５
つの収入源を適切に組み合わせ、リスクを分散させながら基盤を作成することが肝心で
ある。 
 
第二項 フレンド・レイジング 
ここでは、ファンド・レイジングの成長プロセスにおいて、NPO 組織が各種ステイク
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ホルダーとの間に人的・組織的ネットワークを形成し、組織の持続可能性を高めてきた
フレンド・レイジングの取り組みについて紹介する。 
かものはしプロジェクトでは、ファンド・レイジング（資金調達）をフレンド・レイ
ジング（仲間づくり）と捉えて活動している。つまり、本質的に集めたいものは「お金」
そのものよりも、一緒に「子供が売られない世界」を作ろうとしてくれる「仲間」の構
築である。支援をする側／される側といった垣根を一切取り払い、寄付者、会員、ボラ
ンティア、プロボノ、インターン生、スタッフなどさまざまな人々がみんなで問題解決
に立ち向かう体制を目指している。 
現在では、その理念に賛同し集まったサポーターが約 3,500 名、法人会員約 120 社、
プロボノ・ボランティアは約 550 名にのぼり、この仲間の和はさらに拡大し、問題解決
のための強力な機動力となっている。ファンド・レイジング事業収入は 1,1 億円を越え
る域に到達している。以下、5つの重点施策に注力し其々において好実績を獲得してい
る。 
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1)個人会員拡大戦略の推進 
ここ数年は約 600 人の会員増が見られ、2013 年末時点の会員数は 3421 人である。 
特に講演会やイベントをきっかけとして入会する人が多く、顔の見える場で共感・信
頼の和が広がっている。 
2)大口寄付者の戦略 
 遺産の寄付や贖罪寄付など今までとは少し違った形で大口の寄付が集まっている。 
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3)ファンド・レイザー 
 約 10 人のボランティアの方々に協力を仰ぎ、内部の人間にはできない資金調達活動 
 を行った。「ほんのかけはし」など 
4)国内助成金への寄付 
かものはしプロジェクトには、1日から気軽に参加できるものや得意分野が生かせる
プロボノまで様々な形態のボランティアがある。 
5)海外助成金への挑戦 
 アメリカの財団を中心に調査し、アプローチを開始している。 
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以下は、フレンド・レイジングのために編成された組織である。 
 
1）ゆるかも（学生ボランティア） 
“ゆるやかな国際協力の輪”をコンセプトとし、かものはしの活動理念に共感し、か
ものはしのサポートをおこなう学生団体。グローバルフェスタや学園祭などでかも
のはしの活動を伝えるイベントを企画したり、かものはしの講演会のサポートやス
タディツアーを行い、コミュニティ・ファクトリーの女性たちとの交流も随時おこな
っている。 
2）かもカフェ（社会人ボランティア） 
かものはしの社会人プロボノ／ボランティア組織。「国際協力・ボランティアについ
て気軽な話から真剣な議論までできるカフェのような空間」をモットーに、350 人以
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上のメンバーが時間やスキルを活かして、かものはしプロジェクトの問題解決のサポ
ートをおこなっている。 
3）ボランティディ 
会員の方への資料発送などをお手伝いする日。月に一度、オフィスに集まり楽しくお
しゃべりしながら作業を手伝う。毎回、初参加の方がいて、普段は出会えない方と知
り合いになれる場を提供している。 
4）イベント・キャンペーン 
かものはしの仲間を増やすためのイベントの企画・運営をサポートするチーム。パラ
カップ、グローバルフェスタといったチャリティイベントやチャリティコンサート 
をサポートする。 
5）広報プロボノ 
“かものはしの活動を伝える”という大切な業務をサポートするチーム。2011 年度よ
り、企業広報担当者やライター、映像ディレクターなどプロフェッショナル・スキル
を持つメンバーがプロボノとして参加している。 
 
第五節 かものはしプロジェクト（小括） 
かものはしプロジェクトは共同代表を務める村田早耶香さんの“人身売買撲滅”に対
する熱い「思い」が動機となって出発した NPO である。 
子どもが売られる背景には貧困問題があり、解決のためには現地における雇用と結び
つける必要があった。雇用を生み出すための IT ビジネス、つまり、パソコンスクール
の運営では、「スピードが速く、競争も激しい」という、ビジネス環境おける制約があ
るために、持続可能性が困難であった。活動資金を確保し続けるためには、プロジェク
トに対する参画者を増やす以外に方法がなかったのである。この時点で、「思い」つま
り、内発的動機のみに支えられてきた、かものはしプロジェクトの持続可能性は危ぶま
れていたと考えられる。 
しかし、そのような状況下において、「思い」に依存しない活動基盤を可能にする“ゲ
ート・キーパー（山元圭太さん）”の存在が、ファンド・レイジングを通じた資金調達
の道を切り開くこととなる。 
ファンド・レイジングをフレンド・レイジング（仲間づくり）と捉えなおし、さまざ
まなサポーターとの間に結び合うネットワーク信頼をとうして、ネットワークレベルで
の共同学習が形成され、外部からの資源調達が可能となったのだ。 
具体的には、新規会員獲得のために会員同士が口コミや SNS での参加者を募り、方法
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論として毎回の説明の切り口を変えることや、さまざまな属性を持つ人への発信の機会
を工夫することによって、多様なアクターと幅広くコンタクトする機会がもうけられた
結果、短期間における会員拡大が可能となった。 
それに加えて、新規会員を単なる寄付者から、実質的参画者へと着実に成長させる
ことを通して、既存会員の継続率は 95 パーセントを越えるようにもなった。全体的な
サポーター事業の成長が、安定した財政基盤を確立させ、その結果として、発足当時
からかものはしプロジェクトが掲げて来た、「子供が売られない世界をつくる」ため
の支援に、収益の大部分を投じ、現地の活動資金に当てられるようになったのであ
る。 
 
第６章 考察  
 
以上、非営利組織がファンド・レイジングを成功させる中で構築する、組織ネットワ
ークについて、認定 NPO 法人かものはしプロジェクトの事例を取り上げてきた。 
かものはしプロジェクトにおけるファンド・レイジング成功のための組織ネットワー
クは、以下のような強弱の紐帯の効果から説明することができる。 
 
社会的ネットワークの理論の論点は多岐に渡るが、その最も中核となる主張の一つは、
「組織を取り巻くネットワークが、不足する資源や能力へアクセスする手段としての役
割ばかりでなく、情報を媒介したり、あるいは逆に情報をフィルターしたりする役割を
も果たしている」（Powell, Koput, and Smith-Doerr, 1996）という点にある。言い換
えると、「組織が埋め込まれているネットワークの構造―すなわち、組織が他のアクタ
ーとの間でどのようなネットワークを形成し、その中でどのようなポジションを占めて
いるのかということは、当該組織が手にすることのできる情報の質や量を規定するため、
彼らの行動、資源・能力構築プロセス、あるいはパフォーマンスに影響を与えうる」
（Gulati, 1998・1999）のである。ただし、「組織にとって、どのようなネットワーク
構造を築くことが望ましいのか？」という点に関しては、社会的ネットワークの理論の
中で、従来から主に二つの見解が並立してきた。一つが、「比較的少数の特定のアクタ
ーとの間で緊密にコンタクトすることが望ましい」と考え、「強い紐帯」の強みを主張
する立場である。もう一つは、「多様なアクターと幅広くコンタクトすることが望まし
い」と考え、「弱い紐帯」の強みを主張する立場である。以下、順に説明していくこと
にする。 
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第一節 強弱の紐帯の効果 
近能（2002）は、弱い紐帯の強い効果と強い紐帯の強い効果の研究系譜を明らかに
している。強い紐帯の優位性として、お互いに対する感情的な親密さや信頼感が醸成
しやすくなる、パートナーの行動を律する「社会的統制メカニズム」としての役割を
果たす効果、きめ細かくリッチな情報や暗黙知の交換が促進されやすいという三項目
をあげ、弱い紐帯の優位性としては、新しい情報にアクセスするための情報経路とな
ることを指摘している。 
 
第一項 紐帯強度の影響 
紐帯の弱さ・強さは、組織活動に対して２つの代表的な異なった効果を生み出す。 
それらは、「弱い紐帯の強み」と「強い紐帯の強み」である。 
 
「弱い紐帯の強み」 
弱い紐帯の強みは、グラノべッターが提唱した著名なネットワーク効果である。 
(Granovetter,1974)これは、弱い紐帯のほうが、強い紐帯よりもむしろ広い範囲に流通
する。このため、行為者たちは弱い紐帯を通じて、新規で異質な情報や資源に出会いや
すい。それにより、なかなか他が得しにくい機会が得られ、ラジカルなイノベーション
が起きやすくなる。 
 
「強い紐帯の強み」 
これに対して強い紐帯も一定の組織活動への効果を持つ。クラックハートによると、
ネットワークが強い結合関係を数多く持ったり、凝集的であったりすると、その中で濃
密な相互作用が展開する。そのため、①行為者たちの暗黙知の共有を進めたり、②同質
性を高めたり、③相互信頼を高めたり、④リーダーへの関係を強化したりしやすくなる
(Krackhardt,1992)。よって、強い紐帯は、品質管理活動のような漸進的な活動を組織
内に展開するのに適した、インクリメンタルなイノベーションを促進する要因となる。 
 
第二項 複合的な紐帯強度の効果 
組織の発展に対して、強い紐帯の強みと弱い紐帯の強みは影響する。マクファーソン
らは、あるボランティア組織における会員の参加状況についての調査、回帰分析をして、
メンバーの継続と新規加入には紐帯の強みと弱みの複合効果があることを見出した
(McPherson et al,1992)。第一に、ボランティア組織においてある会員が、組織内部の
32 
 
別の会員と強い紐帯を持っている場合には、さらにそれ以外の会員との結合関係を強め
て、組織への参加継続が促される傾向があることを確認した。第二に、逆に、会員がさ
らにそれ以外の会員と弱い紐帯しか持たない場合には、脱退しがちであることが判明し
た。第三に、会員が組織外の非会員と弱い紐帯持っていた場合には、そうしたつながり
を持つ非会員を新規加入させる傾向があることも確認した。このように、組織内部にお
いては、会員同士の強い紐帯は結合度合いを高めて、組織の継続と発展を促進する効果
がある。それに対して、弱い紐帯は幅広く外部の新規会員をリクルートする上で効果的
であるとした。 
上記のマクファーソンらの調査分析と、かものはしプロジェクトの事例は、複合的
な紐帯強度の効果がネットワーク信頼のパラドクス解消に有益であることのヒントを
投げかけてくれる。  
認定NPO法人かものはしプロジェクトのケースにおける、“強い紐帯”とは、個人お
よび法人としてサポーターとなっている会員層であり、資金調達の枠組みにおける貢
献を惜しまない、優等な寄付者たちである。これらのサポーターの存在が、組織基盤
の根幹となり、活動の持続可能性を促進させている。 
また、“弱い紐帯”として活動を支えるサポーターは、多様なファンド・レイザーた
ちである。かものはしプロジェクトがフレンド・レイジングと位置づけて、組織して
きた学生・社会人のボランティア、会報の送付のみを手伝う“ボランティディ”や各
種イベントで企画･運営をサポートするチーム、そして個別のスキルを持って活動をサ
ポートする“プロボノ”のメンバーたちである。 
かものはしプロジェクトが、ネットワーク信頼をとうして、①アイデンティティの
確率、②知識・価値観の共有、③共同学習がなされた後でも、信頼の逆機能として生
じ易い、「信頼の危険性」や「信頼の関係固定性」に陥らなかったのは、これら二つの
強弱の紐帯が互いに機能し、働いていたことが原因である可能性が高い。 
それは、機密性が高く内容の濃い情報や暗黙知的なノウハウを入手していくため
に、比較的少数で特定のアクターとの間で緊密にコンタクトを行なうことと、付加的
な新しい情報を広く入手していくために、多様なアクターと幅広くコンタクトするこ
とを両立させることができれば、信頼の逆機能によって生じる「信頼の危険性」と
「信頼の関係固定性」を回避することが出来、ネットワーク信頼のパラドクスを解消
することが出来るからである（延岡・真鍋,2003）。 
むろん、これはあくまでも概念上の話であって、実際にこうしたハイブリッド型の
ネットワーク構造を築くことは極めて難しいと考えられる。それは、人的ネットワー
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クであれ組織ネットワークであれ、アクターが何らかの行為を行うために投入できる
資源（時間や労力・エネルギーなど）の量は有限であるため、強い紐帯／結束型ネッ
トワークを築いた上で、なおかつ同時に弱い紐帯／橋渡し型ネットワークをも作り上
げるということは、非常に困難だと考えられるためである(Burt,1992)。 
 
第二節 構造形態がもたらす効果 
 組織間および人的ネットワークが持つ構造の形態は、知識や情報の流れ方や、資源の
動員のされ方を通じて、組織の経済効果に大きな影響を与える。特に、組織の学習の面
に影響し、その経済的な業績を左右するが、そうした構造形態の代表的な効果として、
①「強い紐帯：結束型ネットワーク」の構造効果と、②「弱い紐帯：橋渡し型ネットワ
ーク」を結合するブリッジが数多くあることの効果がある。 
 かものはしプロジェクトのファンド・レイジング成功の背後には、ネットワークの構
造効果による、以下のような、2つのタイプのイノベーションが派生していたと考えら
れる。 
 
第一項 インクリメンタル・イノベーションの促進要素 
ネットワークが閉じており、その内部が相互に直接に強く結合している場合を、「強
い紐帯」および「結束型ネットワーク」といい、インクリメンタル・イノベーションを
促進する独特の効果を持っている。まず凝集性の持つ動きを確認すると、「強い紐帯」
および「結束型ネットワーク」とは、内部が強い紐帯で結合していたり、またはクリー
クのように狭い範囲で相互に直接的な結合関係があったりする場合である。「強い紐帯」
および「結束型ネットワーク」を持つ集団や組織は、限られた範囲のメンバーが相互に
親密なやり取りを頻繁にやっているので、規則や慣行を覚えたり、似たような価値、規
範、知識、考え方、行動パターンを共有しやすくなったりする。そのために内部の同質
性が高くなったりする。それだけではなく、相互に集団圧力を使って覚えた規則や規範
を守ることを強いたりもするので、団結力も高い。クラックハートは、危機的な状態に
ある組織が、「強い紐帯」および「結束型ネットワーク」を持っている場合には、高い
団結力を示しやすいので、まとまって現状を改善する集団的な努力に取り組みやすい傾
向があることを明らかにしている(Krackhardt,1992)。 
そして、「強い紐帯」および「結束型ネットワーク」では、言葉には表現できない、
ノウハウや知識などといった暗黙知の移転や共有が進みやすいとされている。チームや
企業の内部で同質化と暗黙知の共有が進むと、互いに問題や現場の認識や考え方、行動
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パターンを深く共有する。そのことが、インクリメンタル・イノベーションという、品
質改善や細かい顧客対応などのような改良型、改善型の活動を行う場合の促進要素とな
る。 
 
第二項 ラジカル・イノベーションの促進要素 
これとは対照的に、広くオープンなネットワークにおける「弱い紐帯」および「橋渡
し型ネットワーク」は、ラジカル・イノベーションを起こしやすいと考えられている。
ラジカル・イノベーションとは、これまでになかったような画期的で新規なアイディア、
知識、製品、サービスを生み出すことである。「弱い紐帯」および「橋渡し型ネットワ
ーク」は、広いネットワークにおいて分断されている複数のグループをつなぐので、こ
うした紐帯を持つ個人や組織は、他の人や組織が接したことない、新規な情報もしくは
飼ってきたらアイディアにふれやすい。そのためラジカル・イノベーションを起こしや
すいとされる。 
 
第三項 ２つのイノベーションの両立による効果 
内部の凝集性や、同質性が高い「強い紐帯」および「結束型ネットワーク」は、既
存会員維持の為に適した、品質完全や細かい顧客対応など改良型・改善型組織の構築
を促すインクリメンタルなイノベーションを促進させる。一方、広範性の高い「弱い
紐帯」および「橋渡し型のネットワーク」では、新規会員獲得に適した、新規で異質
な情報や資源を獲得しやすく、希少な出会いの機会を促し、ラジカル・イノベーショ
ンを促進させていたと言えるのではないだろうか。 
上記の内容から、かものはしプロジェクトがファンド・レイジングをフレンド・レ
イジングと捉えなおし、NPOの活動維持を目的とした資源調達に成功してきた背後に
は、インクリメンタル・イノベーションとラジカル・イノベーションという２つのタ
イプのイノベーションが派生し、２つのイノベーションが両立することをとうして、
高い有用性が生じていたと考えられる。 
 
第７章 まとめ 
 
 組織間ネットワークにおけるネットワーク信頼は「合理的信頼」と「関係的信頼」を
背景として成立している。しかし、ネットワークメンバーによる①アイデンティティの
確立、②知識・価値観の共有、③ネットワーク・レベルの共同学習、がなされた結果、
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過剰な信頼関係が過信を生み出すという「信頼の危険性」と、信頼によるメンバーの固
定化から機会コストが派生する「信頼の関係固定性」という信頼の逆機能が生じる。こ
れが信頼のパラドクスである。 
 認定 NPO 法人「かものはしプロジェクト」におけるファンド・レイジングの事例は、
資金調達を「仲間づくり」と捉えなおし、通常、NPO 組織が新規会員獲得と既存会員維
持を同時に取り組む際に陥りがちな、希少資源の分散を防ぎ、むしろ、新規会員獲得と
既存会員維持のための活動に何らかのシナジーを形成できたことは、会員間における活
動において、強弱の紐帯の強みが両立されていたためだと考えられる。 
参考となる社会的ネットワーク理論の一つに、「企業を取り巻くネットワークは、
不足する資源や能力へアクセスする手段としての役割ばかりでなく、情報を媒介した
り、あるいは逆に情報をフィルターしたりする役割をも果たしている」（Powell, 
Koput, and Smith-Doerr, 1996）という主張がある。 
これは、「異なるネットワーク構造からもたらされる情報は、それぞれ特質が異な
り、異なる目的に有利となる」（Rowley, Beherens,and Krackhardt, 2000; Ahuja, 
2000）という考え方に基づいている。 
これらの理論から導き出されることは、既存会員維持のように、機密性が高く内容
の濃い情報や暗黙知的なノウハウを入手していく必要性のある場合には、特定の少数
のアクターとの間で緊密にコンタクトすることが望ましく、新規会員獲得のように、
付加的な新しい情報を広く入手していく必要性がある場合には、多様なアクターと幅
広くコンタクトすることが望ましいという内容である。 
この２つのタイプのネットワークのメリット・デメリットが対照的だということを
考えるならば、仮に両者のハイブリッド型のネットワーク構造を築くことができれ
ば、数多の状況に左右されることなく、常に望ましいネットワーク環境を維持する事
ができる（近能,2003）。 
実際に、Burt(2001)は理論的に、Uzzi(1996/1997)やCapaldo(2007)は実証的（定性
的）に、両者のネットワーク構造を両立した状態こそが、当該ネットワークに参加し
たアクターのパフォーマンスを最大化しうると主張している。 
以上の結果から、恒常的な資源不足を余儀なくされる非営利組織が、ネットワーク
信頼を形成していく際に、課題となってきた信頼のパラドクスは、強弱の紐帯の両立
よって解消できるという一つの可能性を提示することができた。 
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本稿では、ネットワーク組織に基づいた、非営利組織のサステナビリティについて議
論してきた。 
今後の課題としては、NPO の市場競争参加による弊害の改善があげられる。すなわち
NPO が非営利法人でありながら、同種の活動を展開する NPO に対して競合を強いられる
局面や、特に、民間企業との競合がありうる場合、果たして、NPO が当初目的としてい
たボランタリーのみで自由競争を乗り切ることができるのか、といった問題である。 
NPO の使命は本来、「ミッションの達成」である。しかし、組織活動維持のためのファ
ンド・レイジングに注力するあまり、その使命を変えざるを得ない状況が出てくること
である。 
人々からの寄付金を集めるためには、地道な活動を行っているだけでは寄付が思うよ
うに集まらない。そのため、知名度や認知を上げるための広報活動や PR ばかりが先行
し、内容の伴わない NPO が増えていくという状況があげられる。これはある意味、政府
の行う ODA に共通する面がある。すなわち相手側が実際に必要としている援助ではな
く、企業が利益を上げるための援助ばかりを行いがちになるというジレンマである。今
後はこういった面における NPO の課題についても研究して行きたいと考えている。 
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